
 
 

 

港湾手続の統一化・簡素化の進捗状況調査結果の公表について 

  
       
 
  
平成１９年５月１６日開催の「アジア・ゲートウェイ戦略会議」で策定された「貿易手続改革プロ

グラム」では、平成１９年度から平成２１年度を「集中改革期間」として、港湾手続の統一化・簡素

化を推進することになっております。このため、国土交通省港湾局では、港湾管理者手続の申請

のための１３種類の統一モデル様式を定めるとともに、平成１９年８月７日付国港経第１４号「港

湾管理者手続の統一化・簡素化に係る統一モデル様式の通知」を各港湾管理者に発出し、対応

・協力をお願いしているところです。 

「貿易手続改革プログラム」においては、「各港湾の申請書式の統一化や所要のシステム改

修等の状況を定期的に調査・公表」と定められていることから、現時点での各港湾の対応状況に

ついて、下記により調査を行い、その結果を公表するものです。 

 

記 

１． 調査対象 
     重要港湾以上の港湾         １２８港 
     地方港湾の内、関税法の開港    １８港 
         合計                １４６港 
２． 調査時期 
     平成２０年４月１日現在 
３． 調査結果の概要 

「統一モデル様式の採用状況（資料１）」、および、「各統一モデル様式に対する各港

別対応状況一覧（資料２）」のとおり。 
 
 

以上 

 
  
 
 


